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国民 1 人当りの国民所得の増大 8.3 3.7 (因に日本は8.2倍)
工業生産高の増大 11 5. 1 
国民 1 人当りの工業生産高の増大 12 4.1 
DDR は，すでに1960年， 1970年においても，国民所得と工業生産高の増大率において西ド
イツを上廻っていた。したがってそのような現象は， 1980年代に始まった乙とではなく，早く
より現れていたものである。国民所得 1 人当りの増大率 (1950-1984年)では， DDRは日本
をも追越している。生活水準においては， DDRは社会主義国の最高であれイギリス，イタ
リーの国民 l 人当りの国民所得水準をもすでに凌駕している。 DDR では1960年以来完全雇用
であり，失業は消滅している。西ドイツが失業者219万人 (1984年) ，失業率9.1%であるのに対
し，体制的優位性を示している。
































なお本書は， J?gen Kuczynski, Hans Mottek, Helga Nussbaum の編集による経済史研究の





第 2章戦後 (1945~1947 / 50年)における投資と経済成長
第 3 章 1950年代における投資と経済成長
第 4 章 1960年代における投資と経済成長
-108-
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3. 本書の研究は， D D R の科学アカデミーの経済史研究所の社会主義部門の研究者たちの
32の資料研究一一 5 カ年ごとの分析による一ーにもとづく。工業部門の分析は，事例研究
(F als tudien) である。その選択と編成の基準は，投資と成長の特殊の顕著な部門に限定
されている。投資量の増大が成長を実現するかあるいは，生産の拡大が少ない資金と資財




5. 第 1 章では，投資と経済成長の関係が工業部門について研究される理論的な出発点と方
法論的原則が述べられる。またそれらは，第 2 章から第 4 章までの最初の節でも示される。
これらの節では，研究の対象となった工業部門の選択基準についても説明される。
6. 第 2 章から第 4 章までの主要内容は，重点部門と非重点部門の成長の分析である。第 5
章の第 1 節では，戦後と 10年間の再生産の型と形態についての調査・研究の成果が示され
る。第 2 節では， 25年間におけるそれらの部門別の工業における再生産過程の発展の評価
が試みられている。第 3 節では，歴史的な工業部門分析の若干の現実的な結論が導出され
る。
7. 著者集団の貢任者は， Jるrg Roeslerで、ある。 1983年には， Roesler と Renate Schwarzel, 
Veronika Siedtの '1950~ 1970年のDDR の工業部門における生産増大と効率J (Produkｭ
tionswachstum und Effektivit舩 in Industriezweigen der DDR 1950~ 1970) の研究業績








能の割合 (Brauchbarkeitsquote) ，建設投資と設備投資の関係 (Verh副tnis von Bau-zu Ausｭ
rüstungsinvestitionen)，基本手段の年数構造 (Alterstruktur der Grundmittel) などがある。
ただし，これらの指標は基本手段の技術的水準の発展を反映する乙とはできるが，機械・設備
などの質的向上を無条件に反映するものではない。
なおそのほか，投資割合(生産高対投資， 1 nvestitionsquote) ，投資収益性(収益対投資，
(Investitionsrentabilit舩) ，基本フォンド割合(生産高対基本フォンド， Grundfondsquote) , 
基本フォンド収益性(利益対基本フォンド， Grundfondsrentabilität) などの指標がある。ここ
で収益性の指標 (Rentabilitätskenziffern) は，本書では役に立たない (ungeeignet) 。それは，
利潤の水準が，価格の変更による影響を強くうけるからである。 (s. 14) 
第 1 章では，再生産の形態と再生産の型とが区別される。前者には，マルクスによる，単純











F "B P BP=BX 一一一×一一一・B n F 
乙乙で， B P ……総生産高， B ……就業者数，
乙の式は，つぎのようにも変形される。
BP BP= 一豆一 XB; (生きた労働の局面)
F …・・・フォンド である。







観点から，成長の型が 7種に細分化される。それには， (1)非外延型， (2)純集約型， (3)優れて集
約型， (4)均衡型， (5)優れて外延型， (6)純外延型， (7)非集約型がある。 (S. 17) 
このような，外延的・集約的再生産の段階のより精細な区分は，工業部門の構造のより正
確な把握を可能にする。これらの区分は，また単純再生産と縮小再生産の場合にもなされる。
( S. 19) それらの型は，さら l乙(1)労働節約型， (2)労働支出型， (3) フォンド節約型， (4) フォン











次表のごとくである。 (s. 38) 
1936-1947年における 11 の紡績・織物工場における再生産タイプ
(生きた労働)の発展(期間当りの増大率， %) 
期間 総生産高 従業員数 労働生産性 再生産要因の関係 再生産の型の分類 型(B P) (B) (A P) 
1936-1944 66.1 60.8 108.7 AP>BP>B(l} 非外延的 1 
1944-1946 123.3 128.9 95.7 B>BP>AP 非集約的 7 
1946-1947 90.7 115.2 78.9 B>BP>AP 非集約的 7 
1936-1947 73.9 90.2 81. 9 B>AP>BP 優れて外延的 5 







また Brikett (レンガ状に固めたもの)として，工業用の燃料 (Brennstoff) となり，家庭用と
しても利用され，さらにタール，コークスの原料として化学工業用の Brikett と tして低温乾溜
による加工がなされている。褐炭は石鹸，香水，薬品までとれる原料として， DDRでは重要
な素材をなしている。
DDR における重要なエネルギー・素材部門の褐炭の採掘高は， 1960年に 2 億 2， 546 万 t , 






期間 総生産局 就業員数 労働生産性 再生産要因の関係 再生産の型の分類 型(B P) (B) (A P) 
1939-1944 121. 6 117.5 103.5 BP>B>AP 優れて外延的 5 
1944-1945 88.7 107.3 82.7 B>BP>AP 非集約的 7 
1945-1946 104.9 107.3 97. 7 B>BP>AP 非集約的 7 
1946-1947 112.1 148. 7 73.6 B>BP>AP 非集約的 7 
1947-1948 104. 7 86.6 120.9 AP>BP>B 非外延的 1 







当時で， 1946年を 100 として，投資総額は8.4倍であり，安全・労働保護に1. 9%，社会・文化・






おいては， BP>B>AP で，圧倒的に外延型 (5) であり，その前の1947/48年型の (BP>
AP>B) の圧倒的に集約的型 (3) とは乙となり，年度によってかなりの変化のある乙とが判
明する。 (S . 63) 
乙のような再生産の型の分析は，非主点産業についても考察されている。たとえば，靭皮繊維産
業の10経営の1936~1947年について (S. 66) ，工作機械製造工業の18経営 (1936~1947年)
(S. 75) ，印刷機械製造工業の17経営 (1936~1950年) (S. 80) ，また機関車・車輔製造の13
経営 (1936~1949年) (S. 87) について，生きた労働と対象化された労働に分けて詳細に分析
が行われている。
N 
第 3 章の r50年代の投資と経済成長」においては，まず第 1 I乙，工業部門の成長分析の諸条
件と特殊性が考察される。 1950年代初めに. DDR の国民経済と工業は蓄積の減少 (Dekumu­
la tion) を aufheben した。工業の部門への投資の計画的な異なった配分は， ドイツ社会主義統一
党 (SE D) の工業政策の決定的モメントとなった。ここで投資の二つの型が区別される。重
点産業への投資が投資型 1 ，非重点部門への投資が投資型E とされる。 (S.89)
第 2 に，重点工業部門(エネルギー機械製造業，褐炭工業，工作機械製造業，食品・晴好品・
包装機械製造業 (1956~1960))などにおける再生産過程の各型の検出がなされる。 (S. 95~ 133) 
エネルギ一機械製造業においては，生きた労働の面では成長の型は各年度において若干乙とな
























乙のような分析方法は，また f60年代の工業部門の投資と経済成長」を究明している第 4 章





第 3 1乙，非重点工業部門(工作機械製造工業 (1961~ 1965年) ，カリ工業 (1961~1965年).電
気消費財〈電気製品) (1961 ~ 1965年)，電気製品工業 (1966~1970年)，褐炭工業 (1966~1970 
年)，製靴工業 (1965~1970年))の再生産過程の分析がなされる。
V 
第 5 章においては， 1945~1970年の経済成長における投資と変化が考察される。前 3 章にお
いては， 32の事例が分析されたのであるが，その結果は，投資の支出 (Aufwand) と生産の成






第 2 tr.., D D R の工業における外延的と集約的な拡大再生産の発展傾向が考察される。そこ
で、は， 1951 ~1983年のDDRの工業における経済成長の重要な指標である総生産高，就業者数，
基本フォンド，労働生産性，基本フォンドの設備，基本フォンドの割合の成長率が 5 年毎に区






それに引続いて， 1946~1970年の DDRの工業における投資型別 (1 型と E型)の工業部門別
の再生産の形態と型が， 5 年毎に区分されて示される。この場合，部門の基本フォンドの再生
産の形態(縮小か拡大か)，再生産の型(外延型か集約型か) ，部門全体の再生産の形態と型




る。それによると， 1956年より 1970年にいたる 5 カ年平均は， 13~14%台を示す。 (8.258) ま




本フォンド関連的源泉， verbale Kombination I乙分けて考察される。生きた労働の観点からすると
初期においては，労働支出的 (arbeitsaufwendig) であるが， 1960年以降労働節約的 (arｭ
beitssparend) となる。また1958年以降は労働生産性向上の源泉は，フォンド支出的 (fonds­
aufwendig) となる。(S. 261) そして1960年以降は verbale Kombination は，排他的に集約
的 (einseitig intensiv)となる。 (S. 261) 






























ものに見られた。すなわち人造皮革工業 (1951~ 1955年)，電気器具の工業部門(1951 ~1955年
と 1956~1960年) ，化学繊維工業部門 (1956~1960年)。乙れらの部門では，基本フォンドの割


























































的には重要な問題であった。 1947年当時の人口1， 900万人台より， 1954年の1， 800万人， 1972 
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